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我が国における年間自殺者数は、平成 10 年に３万人に達して以来、14 年連続して３万人を超

える状況となっている。平成 23 年の自殺者数は３万 651 人、自殺死亡率（人口 10 万人当たりの

自殺者数）は 24.0 となっており、年齢別では 40 歳代から 60 歳代の自殺者数が１万 5,975 人（自

殺者数全体の 52.1％）に上っているほか、原因・動機別ではうつ病等の精神疾患を原因の一つと

する自殺者数が 9,379 人（原因・動機が特定できた 22,581 人の 41.5％）となっている（いずれ

も、内閣府及び警察庁公表の「平成 23 年中における自殺の状況」による。）。 

こうした中にあって、平成 18 年 10 月、国を挙げて自殺対策を総合的に推進することにより、

自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支援の充実を図るため、自殺対策基本法（平

成 18 年法律第 85 号）が施行され、同法に基づき、内閣府に「自殺総合対策会議」が設置される

とともに、政府が推進すべき自殺対策の指針として、「自殺総合対策大綱」（平成 19 年６月８日閣

議決定）が策定された。同大綱においては、平成 28 年までに、17 年の自殺死亡率（25.5）を 20％

以上減少させるとの目標が設定されている。 

また、平成 20 年 10 月には、自殺予防対策の一層の推進のために当面強化・加速化すべき施策

として「自殺対策加速化プラン」（平成 20 年 10 月 31 日自殺総合対策会議決定）が策定され、平

成 22 年９月には、必要な緊急対策を機動的に実施するために「自殺対策タスクフォース」が設置

されるなど、自殺予防に係る総合的な対策が推進されてきている。 

さらに、平成 23 年 11 月には、内閣府に「官民が協働して自殺対策を一層推進するための特命

チーム」が設置され、平成 24 年に策定される新たな自殺総合対策大綱において、政府と地方公共

団体、関係団体、民間団体等との協働を一層進めるべく、具体化に向けた検討が進められている。 

他方、平成 23 年３月に発生した東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組が進められている

が、その過程で、被災者の孤独や不安が増大するなど、自殺者が増加する可能性も指摘されてい

る。また、復旧・復興や被災者支援に従事する者の精神的負担が増大していることも指摘されて

おり、これらの者に対する長期的・継続的な心のケアが課題となっている。 

この行政評価・監視は、自殺予防対策の取組状況や、東日本大震災に対応した自殺予防対策の

課題などについて調査し、「自殺総合対策大綱」の見直しなど関係施策の推進に資するために実施

したものである。 
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